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『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』に対する意見 

 

 

拝啓、時下ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 

私ども日本知的財産協会は、1938 年に日本において設立されました知的財産権に関

する民間のユーザー団体で、日本の主要企業約 900社を会員としており、世界における

知的財産制度、その運用の改善について、意見などを関係先に提出いたしておりますが、

今般、標記『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』について精査させてい

ただきました。 

 つきましては、添付のとおり、私どもの意見を取り纏めましたので、ご検討の程、宜

しくお願い申しあげます。 

 また、今回提出いたします意見の背景、理由などについてご説明するのに吝かではご

ざいませんので、その必要がありましたら遠慮なくご連絡いただければ幸いです。 

敬具 

 

添付資料：『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』に対する意見 

 

 

 

一般社団法人日本知的財産協会  

 事務局長 志村 勇 

連絡担当：古谷 真帆 

 TEL：81-3-5205-3433 

 FAX：81-3-5205-3391 

 Email：furuya@jipa.or.jp 

 

 

 

  

mailto:furuya@jipa.or.jp


p. 1 

 

添付資料 

『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』に対する意見 

 

『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』に対するコメント ① 

件名 被請求人による答弁書提出期間について（第 10条） 

現状／問題

点 

本法第 10条によると、被請求人は、請求書及びその添付書類の副本を受領

した日から 15 日以内に答弁書を提出することが要求されます。この答弁書

提出期間は、専利行政執法弁法第 14 条に規定されている期間とも一致して

います。 

 

しかし、本法は、第 2 条及び 3 条に規定されているように、全国的に重大

な影響を有する専利権侵害紛争に適用されます。 従いまして、通常の専利

権侵害紛争と比較して、被請求人が答弁書を提出するために、より多くの検

討時間が必要になると考えられます。 

改善希望 

本法第 10条に規定されている被請求人による答弁書提出期間を、「15日」

から「30日」へと延長していただけることを要望します。 

 

一律の期間延長が難しい場合、事案が特に複雑な場合等のために、被請求

人による延長の申請を認めていただけることを要望します。 

 

本法第 6 条には「（国家知識産権局は、）事案が特に複雑な場合又は他の特

殊な状況がある場合、承認を経て、立件期間を 15営業日延長することができ

る」と規定されています。 被請求人側としても、より紛争の適切な処理に

資する答弁書を準備することができるよう、何らかの延長を認めていただけ

ることを要望します。 

 

また、条件付きで延長を認めていただける場合、在外者であることを条件の

１つとして検討していただけることを要望します。 一般に、在外者は、言

語的および距離的に、在内者よりも手続において不利な立場におかれます。 

延長の条件を検討いただける場合、在外者への手続補償という観点について

も考慮していただけることを要望します。「受領」や「提出」についても国

外からの郵送等では疑義が生じる可能性もあるため，被請求人にとって期限

内であるかが明確になるようにしていただければと要望いたします。  

  
関連する 

法令等 

専利行政執法辦法 第 14条  

---専利業務管理部門が専利権侵害紛争を処理する場合の答弁書提出期間  
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『重大専利権侵害糾紛行政裁決辦法（意見募集稿）』に対するコメント ② 

件名 国家知識産権局による調査・証拠収集の要件について（第 12条） 

現状／問題

点 

本法第 12条によると、当事者は、客観的な事由により関連証拠を収集する

ことができない場合、国家知識産権局に証拠の調査・収集をするよう請求す

ることができます。また、国家知識産権局は、請求に応じて、または、自発

的に証拠の調査・収集をすることができます。 

 

証拠の調査・収集の例としては、他方当事者の工場等への立ち入り検査や、

他方当事者の従業員に対する尋問が考えられます。 これは他方当事者にと

って大きな負担になります。 

  

改善希望 

証拠の調査・収集として、工場等への立ち入り検査や従業員に対する尋問

がなされることは、他方当事者にとって過度の負担となりますので、そのた

めの条件を明確化・厳格化していただけることを要望します。 

 

例えば、以下の条件が満たされない場合には、調査・収集の必要性が低い

と考えられます。 

①証拠の収集が必要でない場合 

②侵害の蓋然性が存在しない場合 

③請求人において他の手段で容易に証拠を入手できる場合 

 

また、以下の条件が満たされない場合には、調査・収集を請求する当事者

の利益と、調査・収集を受ける他方当事者の利益とのバランスが悪くなると

考えられます。 

④被請求人に不相当なほどに大きな負担を強いる場合 

  

そこで、第 12条を、例えば以下のような内容に変更するなど、国家知識産

権局による調査・証拠収集が行われる際の要件を明確化・厳格化していただ

けることを要望します。 

 

第 12条 

 当事者が確かに客観的な事由により関連証拠を収集することができない場

合、書面にて国家知識産権局に調査・証拠収集をするよう請求することができ

る。国家知識産権局は、立証されるべき事実の有無を判断するために被請求人

当事者が所持又は管理する関連証拠の調査・収集が必要であり、被請求人当事

者が事件の対象となっている専利権を侵害したことを疑うに足りる相当な理

由があり、かつ、請求人当事者が自ら又は他の手段によっては当該関連証拠の

収集を行うことができないと認められるときに限り、請求に応じて、関連証拠

を調査・収集することができ、職権により関連証拠を自発的に調査・収集する

こともできる。 

ただし、当該関連証拠の収集に要すべき時間又は調査・収集を受けるべき

当事者の負担が不相当なものとなることその他の事情により、相当でないと

認めるときは、この限りでない。 

関連する 

法令等 
特になし。 

以上 


